


  ウ １（３）に示す対象者以外の方も参加は可能です。 

    興味ある方は、是非ご参加ください。 

  エ 訓練場所には花見川消防署から消防ポンプ車が出向予定ですが、感染

拡大防止の観点から消防署による広報イベント等は実施しません。 

（６）スタンドパイプについて（参考） 

   消火栓・排水栓を活用した初期消火を行う専用の資機材です。 

   大規模災害発生時等には、同時多発的に火災が発生し、消火車両の出動

率が上がり、公設消防（消防署及び消防団）による消火力が低下すること

が見込まれます。  

自主防災組織による消火栓・ 排水栓を活用した初期消火活動を行うこと

により、火災による被害の拡大を軽減することが千葉市においても地域防

災計画に規定されおり、住民によるスタンドパイプ取扱い習熟を目的とし

た訓練の実施が求められています。 

    

２ 防火・防災啓発関係 

（１）啓発内容 

  ア スローガン 

    「おうち時間 家庭で点検 火の始末」 

  イ 主な重点テーマ及び背景等 

   ◆「住宅火災による死者の発生防止」 

火災による死者の約７割は住宅火災によるもので、毎年約９００人

もの尊い命が犠牲になっています。 

   ◆「地震・台風などの自然災害による火災対策」 

 過去に発生した地震・台風など自然災害による火災を教訓に対策を推

進するにあたり、特に通電火災の周知と注意喚起が必要になっています。 

（２）参考となる啓発資料等 

  ア 住宅防火 いのちを守る１０のポイント（総務省消防庁） 

  イ 地震火災を防ぐための主なチェックポイント（総務省消防庁） 

内容及び詳細は、別添えを参照してください。 

（３）その他 

 火災による被害を減らすためには、一人ひとりが普段の生活の中で、防火

に対する意識を高め火災予防の対策に取り組むことが重要です。 

   自治会会員の皆様には、地域ぐるみの防火・防災対策推進に引き続きご

理解、ご協力お願い致します。 



 別添え 

 

― 住宅防火 いのちを守る１０のポイント － 

【４つの習慣】 

１ 寝たばこは絶対にしない、させない 

２ ストーブの周りに燃えやすいものを置かない 

３ こんろを使うときは火のそばを離れない 

４ コンセントはほこりを清掃し、不必要なプラグは抜く 

【６つの対策】 

１ 出火防止 

   火災発生を防ぐために、ストーブやこんろ等は安全装置が付いた

機器を使用する。 

２ 早期覚知 

  火災の早期発見のために、住宅用火災警報器を定期的に点検し、

１０年を目安に交換する。 

３ 延焼拡大防止 

  火災の拡大を防ぐために、部屋を整理整頓し、寝具、衣類及びカ

ーテンは、防炎品を使用する。 

４ 初期消火 

  火災を小さいうちに消すために、消火器等を設置し、使い方を確

認しておく 

５ 早期避難 

  お年寄りや身体の不自由な人は、避難経路と避難方法を常に確保

し、備えておく 

６ 地域の助け合い 

  防火防災訓練への参加、戸別訪問などにより、地域ぐるみの防火

対策を行う 
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― 地震火災を防ぐための主なチェックポイント － 

 【事前の対策】 

１ 住まいの耐震性を確保する 

２ 家具等の転倒防止対策（固定）を行う 

３ 感震ブレーカーを設置する 

４ ストーブ等の暖房機器の周辺は整理整頓し、可燃物を近くに置かない 

５ 住宅用消火器等を設置し、使用方法について確認する 

６ 住宅用火災警報器（連動型住宅用火災警報器などの付加的な機能を併せ持

つ機器を推奨）を設置する 

 

【地震直後の行動】 

１ 停電中は電化製品のスイッチを切るとともに、電源プラグをコンセントか

ら抜く 

２ 石油ストーブやファンヒーターからの油漏れの有無を確認する 

３ 避難するときはブレーカーを落とす 

 

 【地震からしばらくして】（電気やガスの復旧、避難からもどったら） 

１ ガス機器、電化製品及び石油器具の使用を再開するときは、機器に破損が

ないこと、近くに燃えやすいものがないことを確認する 

２ 再通電後は、しばらく電化製品に煙やにおいなどの異常がないか注意を払

う 

 

【日頃からの対策】 

１ 自分の居住地での地震火災による影響を把握する 

２ 消防団や自主防災組織等へ参加する 

３ 地域の防災訓練へ参加するなどし、発生時の対応要領の習熟を図る 
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排水栓 

み春野地区における消火栓・排水栓等の設置状況 

防火水槽 無圧水利であり消防用のポンプ及び吸管がないと揚水できない。 

     原則、公設消防（消防署及び消防団）が使用する。 

     なお、耐震性を有する水槽であれば地震による断水時でも使用できる。 

消火栓  有圧水利でありスタンドパイプは使用可能であるが、公設消防が消防ポンプ車を配置して

高圧力かつ遠距離に送水したうえで、放水するために使用するものである。原則、住民によ

る初期消火には使用しない。 

排水栓  水道事業者が設置した水道の維持管理施設であるが、構造は消火栓と同一でありスタンド

パイプを用いた初期消火等に使用できる。 

      地震による同時多発火災や公設消防力が劣勢となった場合には住民による消火活動が期

待されるところであるが、水道施設が被災して断水した場合には、消火栓及び排水栓は使用

不能になる。 


